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真理の探究 ＝ 実証主義的帰納法

｢証拠｣に基づき｢論｣を形成する方法
アナリシス

 

＝

 

ディシプリンの形成

学問の自由 新しい真理の発見

「わかる」科学として数多くの実績

価値の創造＝構成的仮説演繹法

「仮説」から実証による「価値」の創造
シンセシス

 

＝

 

トランスディシプリナリティ

新しい社会的価値の創造

20世紀の知的生産構造

学問の自由

「何を作るか」

 

の重要性→「つくる」科学

21世紀の知的生産構造

相補的な協調関係＝学問の深化

知的生産の双対構造：価値の創造に向けて

社会の価値を創造のプロセスに反映

価値の創造＝社会との連携

大 学
知識集約拠点から価値創造拠点へ

社 会
独創性を評価し、価値を生む社会

独創的成果を発信

価値の評価と実証 キャッチアップ体質からの真の脱却

真の独創性が問われる時代

 

→
既存の価値（＝現在のニーズ）を無防備に受け入れることは、キャッチアップ体質そのもの
未来のニーズやマーケットを創造する力、競争力を生み出す独創性の評価 ＝ リスクテイクする力

ステレオタイプの押しつけが最悪戦略

 

＝「大学が基礎で企業が応用」ではない

 

＝

 

リニアモデルの崩壊

多様性の維持と融合の力が問われる時代

 

→
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企業と大学における研究戦略の変化

企業の技術開発戦略の変化

利益追求と独創性の相反
技術の寿命が短期化
長期的な研究投資が困難
技術の細分化・多様化
新規分野開拓は分野間の融合が必要

自前主義からの脱却＝技術導入の時代
リスクの分散＝研究開発投資の効率化
知的生産のマネジメント体制の確立

新規産業創出への期待
死の谷の克服、国際競争力の強化
キャッチアップ体質からの脱却

大学の独創性への期待

長期的コアコンピタンスの創出
基礎的長期的研究の充実
国の研究投資の有効活用
多様性や融合の実現
リニアモデルからの脱却

大学の優れた成果の積極的活用
共同研究による研究開発投資の分散化
効果的な知の還元手法の開発

フロントランナーとしての自覚
ベンチャー創出、事業化支援強化
積極的知財戦略、国際競争力の強化

キャッチアップの時代からフロントランナーの時代へ
真の独創性が問われる時代

・研究成果を発表すると、欧米、韓国、台湾、中国等からの問い合わせが多い．
・ブレークスルーとイノベーションの混同

 

＝

 

要素技術だけで活用されるという誤解
・用途開発、マーケット開拓の欠如

 

＝

 

研究開発のリスクマネジメントの必要性
・オープンイノベーションの時代における研究開発にも市場原理が働くことの無理解

現状
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東京大学の産学連携組織：３本柱モデル

社会・産業界

15研究科 11研究所 17センター

生研奨励会 起業資金

 
人材

共同研究
研究者交流

マーケティング
ライセンシング

産学連携本部

Proprius21
(共同研究新スキーム)

東京大学TLO
(CASTI)

東京大学エッジ
キャピタル

産学連携研究推進部
(共同研究の新たな展開)

知的財産部
(知的財産の管理と活用)

事業化推進部
(起業支援・実用化支援)

知的財産

 
の取扱

既存企

 
業での

 
実用化

日本経団連

産
学
連
携
協
議
会

総長

協力

理事・副学長

東 京 大 学

産学連携本部長

東京大学モデル：３本柱モデル（3本柱間で相互関係、相互作用が存在する点に注意）
マーケットモデル（知財運用は、利用形態＝マーケットを意識して運用）
多様性の維持（社会の状況特にマーケットに合わせて柔軟に運用）
社会への貢献（研究成果の積極的な発信と目に見える形での貢献）
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東京大学における産学連携体制の現状

共同研究

 

1,214 件

 

63億円
受託研究

 

1,066 件

 

267億円
科

 

研

 

費

 

4,304 件

 

216億円
合計

 

546億円
寄

 

附

 

金

 

12,651 件

 

145億円

教

 

員：

 

3,452 名
特任教員：

 

1,633 名
博士学生：

 

6,046 名
修士学生：

 

6,719 名
学部学生：14,057 名

（受託研究：医薬品等臨床研究等を除く）

平成２０年度 平成２１年度教員学生外部資金
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新
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・
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度
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竣

工

平
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16年
4月

産
学

連
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本
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発
足

平
成

16年
4月

東
京

大
学

TLO
新

社
名

１名

常勤約80名体制

組
織
体
制

知的財産本部整備事業

東京大学TLO
東京大学エッジキャピタル 常勤約50名体制

14年9月 15年4月

16年4月

17年4月 18年4月 19年4月 20年4月 21年4月15年9月

産学連携プラザ竣工

アントレプレナー
プラザ竣工◆

◆

産学連携本部、東京大学

 
TLO、東京大学エッジキ

 
ャピタルは、すべて産学

 
連携プラザに集約．

（教員：助手・助教以上）

Industry

 

$   99.2M
Federal

 

$ 433.8M
NSF+NASA

 

$  88.8M
Others

 

$ 96.4M
合計

 

$ 718.2M
寄付金

 

$

 

321.7M

(参考)MIT(教員1546名)2009

（研究費は、Lincoln Lab分$749Mを除く）

平
成
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4月

東
京

大
学

エ
ッ

ジ
キ

ャ
ピ

タ
ル

発
足
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共同研究の推移と相手先の分類

2000  2001  2002  2003  2004  2005  2006  2007   2008

共
同
研
究
費
総
額

共
同
研
究
件

 
数

年 度

1,361 1,640 1,880 2,569 3,392 4,106 4,532 4,553 6,290

228
302

417
543

742
850

906
1,008

1,214

東京大学産学連携本部産学連携研究推進部 5

(百万円) (件数)

共同研究相手先

 
分類

プロジェクト件数 研究費総額

 

(百万円)

07年度 08年度 07年度 08年度

国内民間企業 827 1,034 3,293 4,783

国内公益法人等 158 160 1,214 1,344

海外企業・機関 13 17 24 155

その他 10 3 22 8

合 計 1,008 1,214 4,553 6,290

研究費総額

 

38%増

国内民間企業分総額

 

45%増

国内企業分に製薬系企業が含まれるため、

 
非製薬系企業の増加分はさらに高い

→製薬系企業は、平均予算額が高く、かつ
変動が少ないため

海外企業との大型研究の増加が見られる

・総額、件数とも順調に伸び
ている．

・１件あたりの平均予算額は、
大きな変化がない．

・2009年度も同様の増加傾
向が見られる．

・対MIT比較を根拠とすれば、
150億円～200億円あたり
までは視野に入っている．
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1件あたり共同研究費の全件数分布
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（民間、公益法人等、地方自治体含む）

東京大学における共同研究の概況

１件あたりの共同研究費

（件数）

注）公益法人との共同研究、国費原資の再委託は民間
との共同研究に参入されている．見分けるのは困難

大学側

シーズあり シーズ無し

産

 
業

 
界

 
・

 
社

 
会

ニ
ー

ズ
顕

在
ニ

ー
ズ

不
明

新たな研究

 
シーズの創

 
出による知

 
の共創

シーズの応

 
用とニーズ

 
の鮮明化

→知の共創

社会的課題

 
の解決＝オ

 
ープンイノ

 
ベーション

様々な形でマッチングの形態

Ａ：シーズとニーズのマッチング

Ｂ：大学研究者へのアピール、関
連研究者とのシーズ探索

Ｃ：シーズの応用展開力と企業側
のマーケット開拓の力の融合

Ｄ：探索的研究、構想力

シーズとニ

 
ーズのマッ

 
チングによ

 
る産学連携
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共同研究の改革・推進

従来の連携の問題点

・研究テーマの矮小化

・成果の事前コミットがない

・期待していた成果ではない

・仲良しクラブに過ぎない

・事業化への出口が見えない

・学内あるいは社内で齟齬がある

・人材がほしいだけである

・排他的に見える

・契約に時間がかかる

・契約の柔軟性がない(大学、企業)

共同研究の改革

・契約雛形に基づく窓口の一本化と例外処理

の柔軟な対応

・契約事務の効率性の重視

・契約のリーガルチェック機能の充実

・利益供与、利益相反への対応

・営業秘密への対応・NDA（学内規則制定）

・共同研究の運用の弾力化（複数年度契約、

費目・期間の変更、共同研究費用による人

材の雇用等）

・0円の共同研究も可能

共同研究の留意点

・既存設備や教員給与は出せない

・雇用する研究員・教員の給料は出せる
・学生は従業員ではない

(知財、守秘義務に配慮が必要)

・共同研究も市場原理が働く

・大学は論文発表に、企業は知財や性能

に興味がある

Proprius21

自ら発信し、その反応から自己を認識する大学
という意味．包括連携という用語は使わない！

 
内容も違う．20社を超える大企業に対して徹

 
底した意見聴取をふまえて設計したスキーム．
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Proprius21の概要と特徴

共同研究計画立案

複数部局

 の参加
計画の

レビュー

Proprius21
共同研究開始前の

計画重視スキーム
（通常プロセスへの追加）

ニーズの分析、シーズの探索、
期待される成果、社会への貢献、

役割分担、秘密保持、知財、
詳細計画（期間、手段、

分担者、 費用

・計画と成果の見える共同研究

・複数部局にまたがる大型研究

・ニーズの反映、視点の拡大

・成果の期待できない計画の早期排除

共同研究実施

通常の共同研究 期待された成果
明確な成果の帰属

人材の育成

大型プロジェクト
企業間アライアンス

学内共同
公募型共同研究
通常共同研究

早期の事業化
ベンチャー創出

国家プロジェクト
標準化

コンソーシアム
・・・

挑戦的なテーマ設定と最適パートナーの探索

Proprius21
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Proprius21の多様な実例１

三菱電機：キーパーソン指名型
－防犯・減災の安全管理技術－

キーパーソン(教授)指名による文科系も含

 めた5部局(工学系、情報理工、生産研、地

 震研、経済学)による計画策定．

松下電器：学内提案公募型
－生活支援ロボット－

ニーズの開示を受け、学内に提案公募．課

 題採択後に研究内容の詳細の議論・合意．

 (情報理工、新領域、工学系、先端研)

Sun Microsystems：ポスドク活用型
－コンピュータサイエンス－

ポスドクの雇用による最適のテーマとパー

 トナーの探索．東京大学とSun Labs等の

 技術者の相互訪問．

日本電気：文理融合型
－社会インタラクション－

人文社会系研究科研究者を主担当とした初

 めての共同研究．日本電気の課題提案をも

 とに共同で研究者探査．

みずほ情報総研：スキーム構築型
－ソフトウェアの技術移転－

大学が所有するソフトウェアを広く社会・

 産業に移転・活用するための流通・成熟・

 移転システムの構築．

日産自動車：文理融合型
－快適さに関する主観量推定－

心理学を含む学際的なアプローチによる探

 索的研究を複数部局と実施(人文社会、総

 合文化、工学系、新領域)．
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Proprius21の多様な実例２

荏原製作所：複数部局融合型
－未来型総合循環型資源利用システム

 －

１(荏原)対多(学内４部局＝生研、新領域、

 工学系、環境安全)による計画策定．複数部

 局での密な運用を工夫．

日本電気他３社：学内研究会型
－サービスイノベーション研究会－

企業４社(日本電気、日立、富士通、日本

 IBM)と学内５部局(情報理工、工学系、人

 工物、先端研、人文社会系、情報学環)と

 の研究会形成による課題設定．

三菱総研：共同研究員活用型
－将来社会の研究テーマ設定手法－

共同研究員をキーパーソンにして、将来の

 課題の抽出を行う未来俯瞰型研究．30人

 を超える研究者や学生が参加．

三井住友銀行：銀行仲介型
－中小企業向け産学連携プログラム－

金融機関が顧客に働きかけ、課題を発掘し、

 産学連携本部とともに共同研究を創出．西

 武信用金庫とも同様のスキームを実施．

天然ガス鉱業会･京葉天然ガス協

 議会：業界団体連携型
－持続可能性と地域資源の高度利用－

業界団体が持っていた課題を具体的な共同

 研究として提案・実施．

その他、様々な形で実施中

共同研究創出件数：約120件（2010年1月）
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Proprius21の特徴：共同研究の創出

秘密保持を主体とした契約により、企業が安心して企業の中長期的な視野に立った戦
略的課題や特定の領域、テーマに関連する秘密事項の開示を含めた詳細な議論が多く
の学内研究者と可能になった。

Proprius21のプロセスから、企業側にとって従来持ち得なかった新たな研究者との
接点が広がり、また個々の学内研究者の研究内容を従来以上に深く把握することが可
能となって個別の共同研究の機会が増加した。

共同研究前に学内研究者と議論を深め、研究計画を産学協働で策定し、共同研究の出
口を共有することにより、共同研究へ移行後の成功確率が上がる。

Proprius21のプロセスの結果として、総合大学の利点を活かした部局横断的な先端
的且つ文理融合・学際的な共同研究創出により、中長期的な社会的課題への解決に資
するイノベーションの創出が期待できる。

東京大学産学連携本部産学連携研究推進部 11

Proprius21のプロセスの例
１．申込書を受理→契約手続き開始→契約手続き完了
２．企業からニーズに基づく研究課題に関する趣意書（提案書）を受領
３．研究課題に関連した研究者を面談候補者として選出し、企業側と調整
４．企業の研究者と学内研究者の面談（場合によっては10数回の面談の場合あり）
５．学内研究者の確定後、産学協働して研究計画書の作成に着手
６．計画書完成時に企業の意思決定者と学内研究者、産学連携本部の三者でレビュー会

 議を開催し、共同研究に移行するか否かを最終判断
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全学の知財関連活動状況

 
数字は累積

 

括弧内は当該年度

平成19年度（千円）

 

平成20年度（千円）

特許

 

(国内)

 

1,212

 

(360)  1,643

 

(431)
211,853 (93,968)          398,530 (171,569) 

(外国) 706 (322)

 

1,015 (309)

(H16前国内)    318 (

 

0)  318 (  0) 
64,354 ( 3,419)        65,375 (  1,021)

(H16前海外) 514 (  0)      514 (

 

0)

成果有体物

 

128 (

 

93)  181,299 (75,114)   310 (

 

89)   223,075 ( 41,776)

ソフトウェア
58 ( 25)  20,761 (11,278)   80 (

 

21)  23,587 (

 

5.470)
著作物

商標(全学)   32 (

 

2)    32,971 ( 7,125)   32 (  0)   37,908 ( 4.937)  
(部局)   12 (  0)   0 (

 

0)  26 (

 

8)         0 ( 0) 

合

 

計

 

511,238(190,904)         748,475 (224,773)   

他にCASTI,生研奨励会分が累積で

 

2,869,683

･知財収入は順調に伸びている．今後、ストックオプション等のゲインも期待できる．
･多様な知財が存在する．
･発明届

 

648、承継数

 

404、承継率

 

62%．この数字はあまり大きく変化していない．

知的財産関連の現状
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事業化の推進：基本２モデル

東京大学エッジキャピタル

研究支援

東京大学エッジキャピタル

研究支援

東京大学エッジキャピタル

新規分野創生

東京大学エッジキャピタル

新規分野創生

既存企業東京大学

事業化既存企業で

 の事業化
研究

国
家
予
算

東京大学

 TLO

共同研究・ロイヤリティ

技術移転・知的財産

バイドール
適用

マ
ー
ケ
ッ
ト

ベンチャー企業東京大学

事業化研究

国
家
予
算

東京大学

 TLO

ロイヤリティ

技術移転

マ
ー
ケ
ッ
ト

知的財産

キャピタルゲイン

出資

ベンチャー

 企業での事

 業化

知的生産の
スパイラル構造モデル

バイドール
適用

共同研究

東京大学

 TLO

東京大学

 TLO
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東京大学エッジキャピタル

ユーテック１号
投資事業有限責任組合

83億円を超える出資金を運用

主要な投資対象(30社を超える会社に投資)

・東大の教員、学生、OB等の研究成果を事業化する
ベンチャー企業

・東大が持つ知財・技術・人材等を活かすことによって
成長が期待される中堅・ベンチャー企業

バイオ関連14社、デバイス関連５社、インターネット関連６社等

・東京大学の全面的なバックアップのもとに、東大の持つ優れた研究成果・人材を目に
見える形＝ベンチャーでの事業化で積極的に社会に還元

・学内外の英知を集めることで「死の谷」を克服

現在、UTEC2号投資事業
有限責任組合を組成中

・アーリーステージも対象とするベンチャーキャピタルとして順調に推移．

・すでに複数のIPOやIPOの準備段階にあり、リード投資の成功事例を有している．

・投資先の検討では、バイオ(30%)、インターネット(13%)、コンピュータ(13%)、
医療・ヘルスケア(8%)、製造(6%)、材料(6%)と続く．

・研究開発の事業化に対して、研究開発のステージばかりでなく、そのEXITとしての事
業化のためのパスを用意した点は、事業化準備段階で共同研究や国の支援以外の選択
肢が存在することなり、多様なファイナンスのリクエストに対応可能となる．

・結果として、総合的に、実用化の可能性を高める効果が得られる．
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産学連携本部

産学連携協議会

連携の内容に合わせた対応

社会システム課題分科会

重要技術課題分科会

研究・研究者検索システム

proprius21

各部局 各部局 各部局…

各
研
究
者

各
研
究
者

各
研
究
者

各
研
究
者

各
研
究
者

各
研
究
者

…

東京大学基金

・今後の日本の産業界の方向性を考えたい

・政策提言をしたい

・日本の社会全体の課題に取り組みたい

・東大の知財を利用したい

・ベンチャーを支援または連携したい

・寄付講座を作りたい（希望部局指定）

東大ＴＬＯ

東大エッジキャピタル

・新規研究開発課題を探索したい

・大型の共同研究をしたい（全学対応）

・新しい産学官連携を探りたい

・大学に寄付したい（全学、部局、研究者）

・共同研究をしたい（研究分野指定）

（具体的テーマ指定）

（希望部局指定）

（希望研究者指定）

雛形通り：部局決裁．

雛形以外の希望：産学連携本部
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新たなステージを迎えた産学官連携

現状認識（東京大学）

科学技術の構造変化に対応
→ 多様な産学官連携を推進
→ 機動力のある体制を整備
→ 先進的な新基軸を開発

産学連携人材の確保が必要
→ 能力評価とキャリアパス

産学官連携に対する各社のポリシーや対応を見直す必要がある
→

 

多様化の中では、一元論的大学像は意味がない
→

 

企業の技術開発戦略のオープン化、迅速化、柔軟運用は必須
→

 

新規課題探索能力・構想力の強化、分野融合への力、新規分
野への適応力強化、基礎的能力の強化

現状認識（企業・社会）

現状認識（共通）

キャッチアップ体質からの
脱却が不十分

＝ 産業構造改革の意識が必要
→ 意識改革・体質改善が必要

産学官の相互理解の増進
→ 研究開発ポリシー、人材育

成の理念、時間感覚の共有

・新規分野への研究開発投資 ＝ キャッチアップ体質からの脱却

・研究開発の事業化ステージに向けたプロジェクトファイナンス

・出口を見据えた研究開発計画 ＝ 共同研究の事前計画の重要性

・独創性の評価とリスクテイク ＝ マーケットを生み出す構想力

・産学連携人材の高い評価とキャリアパスの設計 ＝ 教育と認証

今後の課題

独創的研究開発戦略

・戦略自体が独創的

・開発目標が独創的

・知財戦略が独創的

であること

・アナリシスからシンセシスへ

・真理の探究から価値の創造へ

・実証主義的から仮説演繹的へ

・知識集約型から知能集約型へ

・防御的特許から創造的特許へ

・改良的特許から基本的特許へ

・創造性の積極的評価

・研究開発知財戦略の多様化
・研究開発のグローバル化

共同研究の出口戦略強化

・事業化計画・戦略策定

・ファイナンス計画策定

・リスクマネーの運用

とその支援体制が必要．
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